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 ＜NEANET＞ 20周年記念フォーラム2023

 ― 今までの北東アジア交流の振り返りと将来を考える ―

ポストコロナ＆ウクライナ戦争後における
国際観光の方向性

（北東アジアと“観光立国ニッポン”に焦点を当てて）



1967年4月 JTB勤務（33年間）
●7年：京都各支店勤務（国内・外人・海外）
●9年：海外支店勤務（シドニー・北京）
●2年：外人旅行事業部（GMT）
●15年：東京 (ルック海外部ーJTBワールド)

2000年3月
2000年4月:大阪観光大＆桜美林大勤務（15年間） 教授

<専門科目>
●旅行業経営論 ●観光マーケティング論
●アジア太平洋観光論 ●観光交通論

2015年3月 退職(70歳定年)
2015年4月 共栄大学国際経営学部 客員教授(ホスピタリティ論)

ー2017年3月（2年間）
[学術・社会活動] ●UNWTO(国連・世界観光機関) 観光専門家委員Tourism Expert

●NPO釧路湿原美術館（副理事長）
●海外「観光活性化」講義（外務省・JICA:アセアン/中央アジア/ロシア）

自己紹介
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２．世界＆北東アジア：「コロナ禍＆ウクライナ
戦争」前後の状況＆好ましい将来像
「国際観光客数の推移＆復活状況」

（観光白書2023年版 P.7）

☆2019年まで順調な伸び。
☆2022年：世界全体で前年の

約2倍の9億2000万人に復活
☆2023年：急速に復活（7月現在）
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[アジア・太平洋]
☆2019年まで順調な伸び。
☆2020年～2023年： 世界全体と
比較して、厳しいコロナ禍を経験。
復活も遅れている。（2023年7月）
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インバウンド（外国人旅行者受入数ランキング）[観光白書2020]
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中国 4位

日本 11位
ロシア 16位
韓国 ２８位

☆インバウンド＆アウトバ
ウンドの均衡が望ましい。

５

chrome-extension://efaidnbmnnnibpcajpcglclefindmkaj/https://www.mlit.go.jp/kankocho/content/001348279.pdf



２ー① 中国（アウトバウンド） ☆伸びるアウトバウンド！
☆「香港」「マカオ」の数値を含む。

☆政治的に対立する国々への
中国人客の中止・抑制
・過去：パラオ・韓国（2017）etc.

（一帯一路構想）

（資料：JNTO）
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☆伸び悩む！ 中国インバウンド
（香港＆マカオを除くと、3千万人）

・外国人観光客にとっての 魅力・受入
態勢が低下 （価格・ソフト面不足）
・マーケティング不足・大気汚染、
・政治的な理由
☆「今後」

（含：日帰り客 2018年） 資料）STATISTA.com

中国（インバウンド）

（世界旅游連盟）

（資料） 2019 Data Analysis Report of China's Inbound Tourism 7

https://www.wta-web.org/wp-content/uploads/2021/05/2019-WTA-Data-Analysis-Report-of-Chinas-Inbound-Tourism.pdf


２ー② 韓国

（資料：JNTO）

☆アウトバウンド[世界７位]
韓国人出国率の高さ 52.1％

☆インバウンド[世界２８位]
例：韓国⇔ロシア （ビザ相互免除）

・韓国人⇒ロシア：2019年・431,000人
・ロシア人⇒韓国：2019年・343,000人

[参考] （日本人⇒ロシア：2019年・112,000人）
（ロシア人⇒日本：2019年・120,000人）

例：モンゴルへもかなり多い。
・韓国人⇒モンゴル：2019年・101,000人
（日本人⇒モンゴル：2019年・24,000人）

☆ウクライナ戦争後のロシアとの対応

[インバウンド・世界２８位]

[アウトバウンド・世界７位]

（資料 Statista 2023） 8

https://www.statista.com/statistics/report-content/statistic/709116
https://www.statista.com/statistics/report-content/statistic/709116


☆インバウンドの諸課題
季節変動（ON/OFF）
観光インフラ（ハード・ソフト）

２ー③ モンゴル

（資料：AMICUS）https://www.ceicdata.com/en/indicator/mongolia/visitor-arrivals 9



２ー④ ロシア ☆アウトバウンド[世界９位]
「トルコ」「タイ」へ多くの訪問

☆インバウンド[世界１６位]
☆「日本vs.韓国」比較

近年の伸び率の差：さらに拡大

☆ウクライナ戦争後の国際観光
（IN＆OUT）の 大きな変化
例：OUT:タイ、インドネシア（バリ）

（資料：JNTO）
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＜補足＞
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２． 世界＆北東アジア：「コロナ禍＆ウクライナ戦争」前後
の状況＆好ましい将来像

[中国] “バランスの取れた中国観光”を目指したい。「中国人の海外旅行」数に比して、「訪中外国人数」が長ら
く伸び悩んでいる。UNWTO発表の外国人の中国訪問者数は、「2018年の例だが6,290万人だが、実態的には半
分ほどは香港人やマカオ人である。いわゆる「FOREIGNER」は、わずか3,054万人だ。中国政府はよりインバウン
ド誘致振興に力を入れるべきである。「観光」を政治的・外交的に利用するのはやめたい。

[韓国] 韓国の観光政策では、プロモーションでは定評がある。例えば、映画やK-ポップ、ビザ政策がある
（ロシア人へのNO-VISA制は、誘致策として顕著だった）。外国人誘致に一部の国々（中国や日本）への依存度を
下げたい。ところで、韓国国民の出国率（52%）は、他国と比較して優秀だ。コロナ禍前の「韓国＆ロシア」の活発な
相互交流に替わりうる相手先は、どうなるか？ 他方、韓国人の国内旅行を盛んに！

[モンゴル] 外国人訪問客のトップ３（2018）は、「中国（31.0%）、ロシア（24.3%）、韓国（15.8%）で、全体の71.1%で
ある」。日本はわずか3.9%。季節波動が激しく、「ピーク/オフの克服」に、冬季の振興が重要である（例：冬季フェ
スティバル＆スポーツなど）。振興に関して観光統計や安心・安全のアピールも重要である。観光人材の養成に
力を入れれば、魅力あるデスティネーション“モンゴル”に世界から多くの人々が訪れるであろう。

[ロシア] まずは、観光以前に、ウクライナ侵攻を一日も早く撤退させ中止させることである。ウクライナ侵攻以
降、国際観光は劇的に変化されることは必至。ロシア人のアウトバウンドは旺盛である。他方、ロシア政府はイン
バウンドにも力を入れるべきだ。観光の質を高め競争力を強めるため、振興と共に人材の育成が必要である。

[日本] 2030年までに訪日客6,000万を望むならば、安定的な「観光立国」作りをすべき。少数の送出国―中国
や韓国など―に依存しすぎ。「高品質な旅行」を作る人材養成が重要だ。また、「双方ツーリズム」を目指し、訪日
客＋日本人出国数を増やすべき。「中央アジア」「アセアン」「欧州（含・ウクライナ）」などにも期待したい。 12



３. 日本：「コロナ禍＆ウクライナ戦争」前の
飛躍のインバウンド＆これからの課題

（国際観光客数の推移）

資料）日本政府観光局に基づき観光庁が作成（観光白書2023年版）

☆2019年まで順調な伸び（インバウンド）
・ビザの戦略的緩和
・航空・鉄道・港湾の交通ネットワークの充実
・ 多言語表記などの受入環境整備

・魅力的なコンテンツの造成
・政府/地方自治体など対外プロモーション
・訪日客向け消費税免税制度の拡充

☆停滞から復活へ（アウトバウンド）

インバウンド

アウトバウンド
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[官/行政]

観光政策・推進・環境整備
・国民意識の醸成

●政府・国交省・観光庁
●地方自治体（都道府県・市町村）

●DMO(観光地経営組織
ー観光地域づくりの司令塔ー)

[産]

観光・旅行サービスの提供
●旅行会社●ホテル/旅館/民泊
●航空会社/空港 ●鉄道
●クルーズ/フェリー ●バス
●レストラン ●エンターテイメント

●小売業（土産店・免税店etc.）
●IT会社 ●他（農業・漁業etc.）

[学]

観光（学）研究・人材育成

●大学・大学院・研究所
●高校・専門学校etc.

[国民]

地域への目覚め・ボランティア

●NPOの観光地域づくり
●ボランティア・ガイド

３. 日本：「コロナ＆ウクライナ戦争」前の
飛躍のインバウンド＆これからの課題
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●「広域連携」 産官学民・異業種連携・
DMO（“稼ぐ力を持つ”観光地経営組織）

●「季節波動対策」：需要平準化・需要喚起
●「二次交通」：観光客の分散化・クルーズ活性化
●「人材育成」：自然・文化に通じた観光プロの育成、

マーケティング力ある人材・海外プロの活用/連携
☆[オーバーツーリズム対策]

都道府県別・訪問率（2019年）
（上位/下位）

①「広域連携」②「観光客の分散化」③「プロフェッショナル化」 地域の特色をより出した
戦略を講ずべきだ。

資料）「旅行業の質の維持・向上」 （国交省2023年3月） 15



16

観光白書 2023

2019
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（Destination Marketing/Management Organization）」

DMOの課題：（“稼ぐ力を持つ”観光地経営組織）

https://www.mlit.go.jp/kankocho/page04_000048.html

・「広域連携ＤＭＯ」：複数都道府県に跨る区域ＤＭＯ
（北海道・沖縄は単独）

・「地域連携ＤＭＯ」：単独都道府県や複数市区町村に跨るＤＭＯ
・「地域ＤＭＯ」：単独市区町村や温泉地等に分類されるＤＭＯ

＊２０２３年９月26日時点で、「広域連携ＤＭＯ」10件、
「地域連携ＤＭＯ」108件、「地域ＤＭＯ」164件の計282件が登録さ
れている。
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項目

運輸
局

自
治
体
数

「産」 （旅行業者）

1

種

2

種

3

種

地域

限定
合計 割合

％

北海道 １ 20 124 154 15 313 3.1

東北 6 22 238 223 28 511 5.2

関東 8 423 1096 2615 38 4172 42.6
北陸
信越

4 24 264 261 34 583 6.0

中部 5 54 308 623 22 1007 10.3

近畿 6 66 398 1068 39 1571 16.1

中国 5 18 175 214 19 426 4.4

四国 4 63 123 111 18 265 2.7

九州 7 38 240 444 38 760 7.8

沖縄 1 13 56 90 16 175 1.8

合計 47 691 3022 5803 267 9783 100.0
注）「旅行業者」はJATA日本旅行業協会「数字が語る旅行業2020」から抜粋。

「訪日客割合」は2019実績。観光庁宿泊旅行統計/国土交通省東北運輸局2020

☆「日系旅行会社のインバウンド取扱い
が少ない。日系企業が多くなれば、
「観光リーケージ（観光収入が地元に還

元されず、外部に漏出）を防げられる。

観光庁発表 chrome-
extension://efaidnbmnnnibpcajpcglclefindmkaj/https://www.mlit.go.jp/kankocho/iinkai/content/001461732.pdf

「産」の課題ー旅行会社ー
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「観光マネジメント会社」
（DMCデスティネーションマネジメントカンパニー）

マーケティングを駆使し、地場特有の観光コンテンツを
組み込み商品開発し、積極的に販売し、きめ細かなオペ
レーションを行う柔軟な組織。（DMOと異なる組織）。
[特に、商品企画＆価格設定の分野]

資料：㈱JTB田川会長2016年・抜粋
https://www.sangyo-
rodo.metro.tokyo.lg.jp/plan/tourism/pdf/presentation2.pdf
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(例１)「着地型ツアー（国際的）の企画」
「現地で集合、現地で解散するツアー」
「ランド・オンリー（LAND ONLY）」

「東京・集合＆解散」
「東京⇒京都⇒奈良⇒岡山⇒東京」

（例）・盆栽ツアー ・アドベンチャーツアー
・お遍路ツアー ・酒蔵ツーリズム

（例）エアーズロック（ウルル）・キャンピングツアー
（オーストラリア）

https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/plan/tourism/pdf/presentation2.pdf


（資料）国土交通省「訪日クルーズ旅客数及びクルーズ船の寄港回数
（2022年速報値）（2023年1月30日）

(例２)クルーズ企画
・ショア・エクスカーション

（寄港地観光）

・オーバーランド・ツアー
・CRUISE＋FLY＋RAIL
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☆コロナ禍における施策
（国土交通省）

・受入再開促進や訪日外国人観光
客が楽しめる国内クルーズの仕組
みづくり、新たなクルーズ船受入に
向けた安全対策
・「海洋周辺地域における観光コン
テンツの磨き上げ等を支援」



「大学・大学院など」

近年、首都圏や関西圏の観
光系大学が増加（マネジメン
ト系）。 （➡）

「観光人材」
自然・文化・歴史などのコン
テンツを語る「ガイド」、「ネイ
チャーガイド」、「レンジャー
（農林漁村滞在・体験）コー
ディネータ」などが重要。また、
「メディカル・ツーリズム」専
門の人材が必要。

学の課題・ 「人材養成」（例：高度な観光系大学）

京都大学大学院 観光MBA「経営管理教育部経営管理専攻・観光経営
科学コース」（2018年開設）

一橋大学大学院 観光MBA「ホスピタリティ・マネジメントプログラム」
（2018年開設）

東京大学大学院 公共政策大学院 交通・観光政策研究ユニット
（TTPU）

北海道大学大学院 「国際広報メディア・観光学院」（観光創造研究コー
ス）

公立・芸術文化
観光専門職大学

2021年4月に、関西圏（兵庫県豊岡市）に開学。

青山学院大学 「地球社会共生学部」で「Tourism in Asia」（英語講
座）を教える。

立命館大学 「経済学部」で「観光経済論」「地域観光論」を教える。

立命館大学大学院 2024年4月：経営管理研究科「観光マネジメント専攻」
を設置。

宝塚医療大学 2024年4月：「観光学部」を設置。（一年次：宮古島
全寮制）

＜最近の『観光学』異色な教育・研究＞
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[課題]
観光系卒業生の将来



４．最後に 「コロナ禍」＆「ウクライナ戦争」後の国際観光
（北東アジア・日本） ー好ましい将来像ー

ご清聴をありがとうございました。
E-mail：masarusuzuki0308@gmail.com                      

http：//tourism-nippon.com

Ⅰ] 自由な観光交流圏を目指して・・・二極分化のポスト・ウクライナ戦争
[ロシアを組み入れた流れ（中国、中央アジア、グローバルサウスなど）]

vs. [ロシアとの交流を最小限にする流れ（日欧米・自由主義国家）]
＊「観光交流」の政治・外交的な“利用”の禁止

Ⅱ] 北東アジア観光圏（クルーズetc.）の継続的協調体制
北東アジア観光圏の共同開発＆世界に向けてのプロモーション
観光上の人材養成面での協力体制

Ⅲ] TWOWAY TOURISM（双方向交流）の推進 [特に、日本]
観光客・ビジネス客・VFR（親戚知人）・MICE（国際会議etc.）の交流推進
「姉妹都市提携」の再活性化に向けて
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